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令和２年度カラマツ林業等研究会特集

 
 

 
新型コロナウイルス感染症予防の観点で、今年度の研究発表会は開催しませんでした。 
そこで本号では、幹事の皆さんから研究会にふさわしい話題を提供していただきました。 
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カラマツ種子の安定供給に向けた取組～清
せ い

万
ま ん

採種園の整備～

中部森林管理局 東信森林管理署 加藤 良彬

中部森林管理局 東信森林管理署 島田 純樹

１ はじめに

清万採種園は、長野県北佐久郡御代田町清万、浅間山国有林 イ林小班で、浅間山の裾野に位

置する。昭和 ～ 年にかけて、全国的にも例をみないクローン数が均等配置された約 の事

業採種園として設定された。カラマツを主体として精英樹クローンが配植され、カラマツは地元佐

久地方を始め長野県内各地及び群馬、新潟、福島、栃木、山梨、岐阜の各県、アカマツは長野、山梨

県から集められた。その後、規模が縮小され、現在の面積は約 となっている。また、平成

年度には、長野県のカラマツ指定採種源（育種母樹林）に指定された。

現在長野県のカラマツ人工林の多くは主伐期を迎え、当署においてもカラマツ皆伐面積が増加し

ている。それに伴い、植付面積の大幅な増加が見込まれており、カラマツ種子の安定供給は近々の

課題となっている。カラマツ種子の豊凶周期は５～７年と他樹種と比較して長いため、種子の安定

供給及び確保が困難な状況である。豊凶の要因として、気象条件、光環境、遺伝要因、樹木へのスト

レスなど様々なものが挙げられている。先行研究で、カラマツ種子は、６月下旬の気温が高く、６月

下旬から７月上旬にかけての日照時間が多い場合（翌年）豊作となる傾向 があることや、環状剥皮

は（翌年）雌花の着果量を増加する効果がある ことが分かっている。近年のカラマツ種子の不足を

受け、長野県が整備している採種園でカラマツ種子が賄えるまでのリリーフ役として、平成 年度

から、約 年ぶりとなる再整備に取り組んだ。本稿では、その取組概要と 年間の着果調査の結果

を報告する。

２ 清万採種園での取組

以下の３点を中心に平成 年度から整備を実施した（表 １ 。また、並行して着果調査や球果採

種を行い、整備の成果を確認した。

① 採種木に物理的な刺激を施すた

めの環状剥皮（葉と根の同化産

物のバランスを人為的に崩し上

部の 比を大きくする）

② 光環境改善のための間伐、路網

作設

③ 林床の乾燥促進のための除伐、

刈払

２ １ 環状剥皮

環状剥皮とは、鉈と鋸等を用いて幅数 で樹皮を２段はぎ取り、対象

木にストレスを与えることで着花を促す方法である。当署で実施した際

は、幅３～５ で剥皮した。また、上段と下段の間隔を幹の半径から直径

の長さ程度に空け、端どうしを２ 程度重ねると良いとされている（写真

１）。今回は平成 年度に環状剥皮を行った木について効果を検証した。

①
環状剥皮

（日付, 本数）
〇

(6/2, 40本)
〇

(5/31, 20本)
〇

(6/5, 10本)

② 間伐・路網整備 〇 〇

③ 林床刈払 〇 〇 〇

枯損木処理 〇 〇 〇

実施年度
整備内容

表 平成 ～ 年度に実施した整備内容

写真 環状剥皮実施後の立木
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２ ２ 着果調査

着果調査は平成 ～ 年度に実施した。表 ２の基

準を用いて球果の着果数・着果範囲を、複数人で木の

下から双眼鏡で確認した。また、平成 年度に立木

の系統名調査を行い、再整備の参考にした。系統名は

採種した地域・地名を表しており、例えば ４であ

れば、「長野県（ ）」の「北佐久（ ）」地区の「４号

（４）」であることを示している。

また、他の採種園と比較を行うための指標として豊

凶度を使用した。表 ３の基準を用いて、調査した着

果数・着果範囲から、立木毎に豊凶度を計算し、全立木の豊凶度の平均値を清万採種園全体の豊凶

度とした。求めた採種園全体の豊凶度を豊凶の基準（表 ４）に当てはめ、年ごとの豊凶を決定した。

２ ３ 球果の採取

高所作業車などでカラマツの枝を地上に切り落とし、落ちた枝から球果を採取した。これらの球果

を袋詰めにして搬出を行った。

３ 実行結果と考察

３ １ 環状剥皮の結果

平成 年度に着果が全く見られなかった 本の中から

本選定し、平成 年度に環状剥皮を行った。また、環状

剥皮処理を行った木と処理を行わなかった木について、それ

ぞれ平成 ～ 年度の豊凶度を求めた。剥皮を行った木の

翌年の豊凶度は、無処理の木と比較して と高くなり環

状剥皮の効果が示唆された（図 １）。

３ ２ 着果調査の結果

ア 豊凶度の推移

平成 ～ 年度の清万採種園の豊凶は並下、凶、凶、並下、並下であった（表 ５）。これは長野

県の採種園の豊凶とほぼ同じであり、豊凶の地域差は無かったと考えられる。

イ 平成 ～ 年度における着果回数

図 ２は、調査本数が増加した平成 ～ 年度の間に 本のカラマツを対象として、球果が

個以上観察された回数とその割合を調査した結果を示している。全体の のカラマツで、 年間毎

回球果が確認できたが、 ％では 回も確認できなかった。着果の確認できなかったカラマツで、

今後着果が確認できるようになるのか、引き続き調査を実施する必要がある。

調査項目
鈴なりで球果が多い
鈴なりの球果が一部確認できる
鈴なりの球果はないが球果は確認できる
ごく少数の球果が確認できる
全く着果が確認できない
広範囲に確認できる
部分的に確認できる
ごく一部の枝に確認できる
全くない

判定基準

着果数

着果範囲

表 着果調査の項目と判定基準

豊凶度 着果数 着果範囲 観察木の着果状況
樹冠全体に濃く着果している

１～２

１～２
１～３

全く着果が見られない

樹冠全体に薄く着果している
多くの枝に多数着果している

樹冠全体にまばらに着果している
数本の枝に多数着果している

樹冠全体にわずかに着果している
数本の枝に少数着果している

豊凶 豊凶度
豊 4.5～
並上 3.5～4.5
並 2.5～3.5
並下 1.5～2.5
凶 1.0～1.5

表 着果数・着果範囲を基準とした豊凶度 表 採種園全体の豊凶の基準

図 環状剥皮処理と豊凶度の関係
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ウ 鈴なりになりやすい系統

系統あるカラマツの内、平成

～ 年度の間に 回以上鈴なり（着果

数３以上の個体）といえる程度着果が

確認された系統は 系統であった 図

３ 。この結果から、鈴なりになりや

すい系統となりにくい系統があるこ

とが示唆された。しかし、各系統のサ

ンプル数は１～ 本であるため、他の

採種園のデータも合わせて考察する

必要がある。

エ 気象要因と豊凶度の相関

気象要因と豊凶度の関連について調査を行った。先行研究で６月下旬の気温が高く、６月下旬か

ら７月上旬にかけての日照時間が多い場合（翌年）豊作となる傾向 が示されたが、この傾向は確認

できなかった（図 ４、図 ５）。

３ ３ 光環境改善による効果

図 ６に清万採種園の概略図を示した。四角の一つ一つが調査木を表しており、平成 ～ 年度

の間に鈴なりになった回数に応じて色分けした。この図から、林道・作業道の付近に鈴なりになっ

た木が多いことが分かった。また、平成 年度環状剥皮エリアでは平成 年度に 本立木が枯

れ、その周辺にも鈴なりの木が確認できた。このように、光環境が良好な箇所で鈴なりの木は多く

確認されたことから、光環境を改善したことによる効果があったと考えられる。

清万採種園 並下 凶 凶 並下 並下
実数値

長野県採種園
（参考）

並 凶 凶 並 凶

豊
凶
度

年度

表 採種園ごとの年度別豊凶度

図 カラマツ球果が 個以上観察さ

れた回数別の割合及び本数

図 前年度 月 ～ 日の平均気温と

豊凶度の関係

図 前年度 月 日～７月 日の累計

日照時間と豊凶度の関係

図 １回以上鈴なり（着果数３以上）が確認された系統と割合
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３ ４ 球果採取の実績

採種園での種子採取量は平成 年度 、平成 年度 、平成 年度 、平成

年度 であった。長野県の資料より、球果 ≒種子 1kg≒苗木 本分と換算できるた

め、採種した種子を合計し、苗木に換算すると約 万本分になる。

おわりに

長野県でも清万採種園と同様に、３つの箇所の採種園を管理し、整備に取り組んでおり、今後と

もデータを共有するなど、長野県等と協力・連携を行いカラマツ種子の安定供給に一層取り組んで

いきたいと考えている。

※本稿は、平成 年度「中部森林技術交流発表会」で発表された内容を一部編集したものである。

協力団体

国立研究開発法人 森林研究・整備機構森林総合研究所 材木育種センター

長野県林業総合センター

引用文献

岡田充弘ほか（ ）：優良育種苗木の生産技術に関する研究 長野県林業総合センター研究報

告 第 号

蓬田英俊ほか（ ）：カラマツ種子増産に向けた国有林カラマツ採種園再生利用と着花促進試

験の取り組み 森林遺伝育種 第 巻

図 清万採種園概略図
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霧ヶ峰高原の異なる植生環境における蛾類群集の組成と構造

および環境指標性の検討

信州大学総合理工学研究科 田島 尚・信州大学学術研究院農学系 大窪久美子 
 
１ はじめに

蛾類は国内に約 6000 種が生息し、極めて多様性が高い分類群である。また、植物食者を主とし

て地衣類、菌類、腐った植物体等多様な食性種を含むため森林環境における植生や林床環境の指標

生物としての有効性が示唆されている。一方、半自然草原を始めその他の植生環境における指標性

を示した研究は少ない現状にある。また、国内の半自然草原は 1960 年代以降の生産的価値の低下

から面積を急速に縮小させ、それに伴い近年、草原性生物の減少が著しい。蛾類も例外でなく、環

境省の第 4 次レッドリスト種の約 6 割が草原や湿地に依存する種で構成されている。しかしなが

ら、国内の草原生態系における蛾類の調査・研究は未だ少なく、現状把握が急務とされる。本研究

では本州中部最大規模の半自然草原を有する霧ヶ峰高原において草原性蛾類の生息現状の把握と草

原における蛾類群集の指標生物としての有効性を検討することを目的とした。 
２ 調査地区と方法

調査地区として植生や管理手法の異なる霧ヶ峰高原の草原8地区を選定した。Aはススキ・オニ

ゼンマイ優占群落であり、年1回の刈り取りが実施されるスキー場である。B・G・I・Dは無管理

の群落であり、B・G・Iはススキ・レンゲツツジ群落、Dはススキ・ワラビ優占群落である。F は

亜高山帯植生であり、ニッコウザサ・ヒゲノガリヤス群落である。2013年から部分的な刈り取りが

不定期に行われている。Hは約50年以上継続した火入れが行われてきた群落であるが、2019年度

以降火入れは停止されたススキ・マルバハギ・ハシバミ群落である。JはA同様にスキー場利用の

ため年1回の刈り取りが行われるススキ・トダシバ・マルバダケブキ群落である。また、比較対象

としてミズナラ林を主体とする森林3地区（C・E・K）を設けた。Eのみドイツトウヒやカラマツ

の植林地を含む。なお、調査区Hは火入れ停止から1年後、2年後の群集の年次変動を比較するた

め両年度とも蛾類調査を実施した。 
蛾類群集調査は2019・2020年度の7～10月にそれぞれの調査区における月1回の定量調査に加

え、種類相の補完を目的とした定性調査を月数回行った。定量調査には自作したボックストラップ

を用いた（写真1）。これは光源に飛来した蛾類が衝突板にぶつかり、下部の漏斗を通じてポリバケ

ツ内に捕獲される仕組みとなっており、1晩設置した。その他、植

生・立地環境調査を蛾類調査実施年の8月に調査区内で実施した。 
３ 解析方法 
採集した蛾類群集を研究室に持ち帰り、汚染した個体を除き種名

とその種の食性を調べてリスト化した。また、このリストを用いて

各調査区の蛾類の個体数を食性別に分類した。4つの多様度指数を

用いて各調査区の蛾類群集の多様性を評価した他、

Czekanowski(1909)の類似度係数PSを用いて調査区間の蛾類群集

および植生の類似性を評価した。蛾類群集が調査区をどのように区

別するか、特定の環境でどのような種群が形成されているかを把握

するために各調査区で 5 個体未満の種を除いた TWINSPAN によ

る群集の分類を行った。 
４ 結果・考察 写真1. ボックスライトトラップ 
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2年間の蛾類調査の結果、 定量調査にて未同定を除く 593 種 14,759 個体が得られ、全体で環境

省および長野県版レッドリスト種 16 種の他、数多くの草原性希少種が確認された。これら草原性

希少種の大半は国内の分布が極めて限定的ながら、分布の中心をユーラシア大陸の温帯草原に持つ

種であり、霧ヶ峰高原が国内の草原性蛾類にとって退避地的役割を果たしていると考えられた。ま

た、蛾類群集を食性で分類し、個体数で割合化した結果（図 1）、草原では草本食および多食性種、

森林では広葉樹木本とタケ・ササ食の割合が高く、植生環境の差が明瞭に示唆された。一方、ワラ

ビの優占度が高いDではシダ食の割合が高く、マルバハギ・ハシバミといった低木類が優占する草

原Hでは広葉樹低木の割合が高い等、一部の群落的な特性が反映された。これは蛾類の個体数が周

辺の餌資源量を割合で示唆した可能性を示している。 

 
 
蛾類群集の多様性評価（表 1）においては、全多様度においてレンゲツツジ等の低木類の侵入し

た草原等の遷移の途中相の群落や森林で多様性が高く評価され、スキー場利用の A・J の群落で評

価が低かった。遷移途中相の群落は草原性と森林性双方の蛾類の生息が可能とすること、霧ヶ峰高

原の森林は極相林等と違い林齢の若い疎林的な環境であり、草原的要素を多く含む点から蛾類群集

も複雑化したと考えられる。一方、スキー場の調査区はゲレンデとしての利用による一様な継続し

た人為的圧力の蓄積が群落および蛾類群集の多様性の低下を招いている可能性がある。 

図1. 各調査区における蛾類の食性別個体数割合 
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調査区間の蛾類群集の類似性評価の結果（表2）、調査区間の蛾類群集の類似度係数PSは各調査

区の推定距離と有意な負の相関関係、植物相の類似度係数PS と有意な正の相関関係（p<0.01）が

あった。これは各調査区の距離および標高が近く、植物相が類似する程蛾類群集も類似傾向にある

ことを示している。一方でそれぞれの調査区を草原と森林、草原を刈り取りや火入れといった継続

的な人為的管理の有無で区別し、類似度を同様のグループ間、異なるグループ間の2群として区別

したところ、2群間には有意な差が認められた（p<0.01）。これは草原と森林の大きな遷移段階の違

い、草原における刈り取りや火入れ等の継続的な人為的管理の有無で蛾類群集が明瞭に異なること

を示唆している。つまり、これは蛾類群集が標高や距離に応じた植生帯の変化に沿って類似するだ

けでなく、大きな遷移段階の違いや人為的圧力による攪乱の影響を区別したと考えられる。 

相対多様度 全多様度
Pielouの均衡度指数Ｊ´ Simpsonの１/λ Shannon-Wiener の H´ Ｎ/λ

Ａ 110 971 0.6697 8.6598 4.5414 8408.6257
Ｂ 209 2412 0.7293 20.0735 5.6209 48417.2729
Ｃ 210 2916 0.5881 6.7842 4.5364 19782.8190
Ｄ 145 787 0.7856 18.8707 5.6408 14851.2518
Ｅ 205 1496 0.6939 12.6742 5.3289 18960.6483
Ｆ 112 1158 0.6990 12.5799 4.7585 14567.4843
Ｇ 173 2193 0.6754 14.0077 5.0213 30718.9217

Ｈ１ 124 474 0.8335 28.9144 5.7966 13705.4099
H2 161 907 0.8053 26.4702 5.9040 24008.5039
I 176 2068 0.5883 6.8420 4.3885 14149.2200
J 110 515 0.7886 20.5456 5.3475 10581.0036
K 141 376 0.9006 54.4822 6.4298 20485.3168

平均多様度
調査区 種数 個体数

表1. 各調査区の蛾類の種数・個体数および多様度指数 

表中の多様度指数の数値は小数点以下第5位を四捨五入した 

多様度指数には属までの未同定種を含む 

植生＼蛾類 A B C D E F G H1 H2 I J K
A 0.421 0.228 0.372 0.142 0.402 0.326 0.264 0.256 0.255 0.291 0.137
B 0.245 0.410 0.308 0.336 0.411 0.594 0.164 0.258 0.414 0.228 0.103
C 0.074 0.129 0.186 0.408 0.267 0.315 0.086 0.140 0.349 0.141 0.109
D 0.330 0.490 0.132 0.150 0.284 0.321 0.279 0.285 0.266 0.218 0.124
E 0.000 0.012 0.370 0.000 0.294 0.299 0.106 0.141 0.329 0.154 0.141
F 0.295 0.236 0.125 0.285 0.060 0.434 0.216 0.224 0.381 0.268 0.087
G 0.406 0.483 0.136 0.586 0.008 0.386 0.196 0.319 0.491 0.194 0.078
H1 0.281 0.265 0.135 0.376 0.077 0.310 0.319 0.491 0.191 0.194 0.118
H2 0.281 0.265 0.135 0.376 0.077 0.310 0.319 1.000 0.258 0.250 0.164
I 0.325 0.560 0.174 0.545 0.062 0.304 0.608 0.431 0.431 0.235 0.134
J 0.338 0.409 0.125 0.543 0.016 0.241 0.562 0.336 0.336 0.619 0.229
K 0.001 0.015 0.434 0.002 0.401 0.062 0.008 0.078 0.078 0.062 0.012

距離＼蛾類 A B C D E F G H1 H2 I J K
A 0.421 0.228 0.372 0.142 0.402 0.326 0.264 0.256 0.255 0.291 0.137
B 861 0.410 0.308 0.336 0.411 0.594 0.164 0.258 0.414 0.228 0.103
C 981 155 0.186 0.408 0.267 0.315 0.086 0.140 0.349 0.141 0.109
D 1254 1656 1805 0.150 0.284 0.321 0.279 0.285 0.266 0.218 0.124
E 2350 1650 1500 3302 0.294 0.299 0.106 0.141 0.329 0.154 0.141
F 2655 1805 1655 3261 1061 0.434 0.216 0.224 0.381 0.268 0.087
G 2251 1500 1450 2306 2051 1334 0.196 0.319 0.491 0.194 0.078
H1 5922 5103 4953 6280 4093 3344 4006 0.491 0.191 0.194 0.118
H2 5922 5103 4953 6280 4093 3344 4006 0 0.258 0.250 0.164
I 2850 2100 2070 2803 2450 1537 622 3604 3604 0.235 0.134
J 6970 6081 6021 7050 5410 4525 4801 1583 1583 4261 0.229
K 6781 5903 5833 6970 5142 4291 4695 1130 1130 4183 513

表2. 各調査区の蛾類群集の類似度係数PSと推定距離・植生のPS 

推定距離は直線距離と標高差の斜距離から算出した 

蛾類群集および植生の類似度係数PSは小数点以下第4位を四捨五入した 
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TWINSPAN の群集分類（図 2）でも前述の結果は裏付けられた。調査区の分類において各調査

区が第1分割で草原（群集型Ⅰ~Ⅲ）、森林（群集型Ⅳ）で区別された他、第2分割以降で草原は大

きくススキ・マルバハギ・ハシバミ群落（群集型Ⅰ）、イネ科優占群落（群集型Ⅱ）、ススキ・レン

ゲツツジ・ワラビ群落（群集型Ⅲ）として区別され、これは火入れ・刈り取り・管理無の草原の管

理手法とも一致した。森林では針葉樹植林の有無により区別された。一方、種群の分類では 14 種

群に分類され、これらは大きく草原性種群（種群1~4）、共通種群（種群5~12）、森林性種群（種群

13~14）に区別され、同様の食性や類似した生活史を有する種が同様の種群に分類された。 
これらの結果から蛾類群集は植生の遷移や人為による攪乱の程度を明瞭に反映し、半自然草原に

おいても指標生物として有用であることが示唆される。 

図 解析による蛾類群集の分類の模式図

調査区分類 
n=12 

（H2を含む） 
 

オオアカヨトウ Amphipoea 属

群集型Ⅰ 群集型Ⅱ 群集型Ⅲ 群集型Ⅳ

C KH1 H2 J A F B

種群２ (n=29)

G I D E

アカモクメヨトウ（調査区Hの年次変動）
種群1(n=1)

アサマウスモンヤガ キミミヤガ

ウスムラサキヨトウ シロミミハイイロヨトウ
ムツテンナミシャク ギンスジエダシャク

ホシミミヨトウ

タデキリガ スゲオオドクガ
アカスジキヨトウ クロテンキヨトウ
ニセトガリヨトウ テンスジウスキヨトウ
フタテンキヨトウ

アカエダシャク

種群４ (n=51)

種群３ (n=30)

ヤマトマルハキバガ

ムラサキハガタヨトウ オオチャイロヨトウ

クロフキノメイガ
オオカブラヤガ

オビウスイロヨトウ

ヒラヤマシロエダシャク

フキヨトウ クロヤガ

ウスギンツトガ カドモンヨトウ

オオキンウワバ シロテンキヨトウ

オオバトガリバ

Sugia 属
ハイモンキシタバ
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種群７ (n=7)
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コウスベリケンモン ウスイロカバスジヤガウスベリケンモン
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種群1２ (n=13)
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コトビモンシャチホコ

ナカキシャチホコ
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ホシオビハマキ

種群13 (n=25)

ウスアミメキハマキ
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種群１４ (n=26)

マツオオエダシャク
シロヒシモンコヤガ

トビモンシャチホコ

クビグロクチバヒョウモンエダシャク

種群８ (n=2)

種群９ (n=1) フタシロスジナミシャク

種群10 (n=1) トビスジマダラメイガ

ウスエグリバ種群11 (n=1)

ツガカレハ
ゴマケンモン

アカハラゴマダラヒトリ シマカラスヨトウ

ススキ
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ヒノキ切株における粗根の腐朽と真菌類の関わり

 
信州大学大学院 総合理工学研究科 日名子結衣

 
 はじめに

枯死木における腐朽の進行は、森林生態系の物質循環過程や生物多様性の評価を行う上で重要な

現象である 2)。腐朽の進行過程には多くの真菌類が関与しているが、このとき菌類群集の種組成や

優占種の遷移を伴うことが知られている 3)。これら真菌類の動態は、温度や水分などの周辺環境、

利用資源量に影響を受けることから、気候変動の影響や森林利用との対応といった観点からも重要

である 4)。 
これまでに、腐朽に関わる真菌類の動態については樹木地上部の倒木や立ち枯れ木を対象として

研究が進められてきた。その一方で、人工林では施業により樹木地上部の多くが搬出されるため、

相対して林地に残る地下部の粗根は重要な枯死資源となる 1)。しかし、粗根の腐朽過程に関わる真

菌類について検証したものは少なく、未解明な部分が多い。 
そこで本研究では、日本の人工林の主要樹種であるヒノキ（Chamaecyparis obtusa）に着目

し、伐採木の粗根から検出された真菌類の類型化を行うことで、粗根においても倒木と同様に菌類

の遷移を伴った腐朽の進行がみられるという仮説を検証した。 
 

 調査地と方法

調査地は信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター、手良沢山ステーショ

ン4林班に小班の50年生ヒノキ人工林とし、同一斜面上にある除伐や間伐後2～3年、7～8年、

25～26年経過した切株の根系を用いて、年代学的観点から調査を行った。調査および試料の解析

は、2018年8月から2020年1月にかけて行った。 
各伐採後年数の切株5個体を対象とし、掘り取り調査を行った。調査では切株から1 m範囲の

根系を掘り取り、斜面方向を基準とした上下左右、4方向の側根（U, D, L, R）について10 cm～

20 cm単位で切断、サンプリングを行った。外観的特徴に基づき各サンプルの腐朽段階（Decay 
class: DC）を5段階で評価した。DC1が枯死直後の材の状態を、DC5が腐朽の最終段階を表

す。また、1個体につき2本の粗根をランダムに選択し、ドリルによりDNA解析用木くず試料を

採取した。木くず試料について、DNAの抽出およびPCRによる真菌DNAの増幅、サイクルシ

ークエンスによる塩基配列の読み取り、系統解析による菌種の同定を行った。また、個体から得ら

れた子実体についても同様の手順を踏み菌種の同定を行った。得られた菌類のデータを4つの機

能的に異なる群（木材腐朽菌、菌根菌、その他の担子菌、その他の子嚢菌、以下「機能群」）に分

類し、伐採後年数ごとに出現個体を比較検証した。 
 

 結果

腐朽段階の評価の結果、伐採後2～3年、伐採後7～8年の段階では、個体内で各サンプルの腐

朽段階が不均一であった。また、DC2およびDC3のサンプルが半数以上を占めていた。これに対

して、25～26年では均一で全てのサンプルがDC4に判定された（図2）。 
次に、菌類の検出の結果を表に示す。各機能群の出現割合に有意な差はみられなかったものの

（Fisherの正確確率検定、p=0.5165）、伐採後の経過年数によって出現する菌類が異なる様子が
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みられた。 
伐採後2～3年では、木材腐朽菌

が8種、菌根菌が4種、その他の

担子菌が5種、その他の子嚢菌が

5種、検出された。また、木材腐

朽菌のうち、倒木の腐朽過程にお

いて初期から定着し、腐朽能力の

高い種が4種含まれていた。 
伐採後7～8年では、木材腐朽菌

が6種、菌根菌が5種、その他の

担子菌が3種、その他の子嚢菌が

3種、検出された。また、木材腐

朽菌のうち、倒木の腐朽過程にお

いて初期から定着し、腐朽能力の

高い種が3種、中期以降に定着

し、腐朽能力が比較的低い種が2
種含まれていた。 
伐採後25～26年では、木材腐朽

菌が1種、菌根菌が3種、その他

の担子菌が2種、その他の子嚢菌が

3種、検出された。木材腐朽菌は、

倒木の腐朽過程において初期から定

着し、腐朽能力が高いとされる属に

属していた。 
 

 考察

 粗根の腐朽と木材腐朽菌

結果から、木材腐朽菌の動態が材

の腐朽状態に反映されていることが

考えられた。各部の腐朽段階が不均

一であった伐採後2～3年、7～8年

の段階は、DC2およびDC3のサン

プルが半数以上を占めており、腐朽

過程の初期から中期にあたることが

考えられた。倒木の腐朽過程におい

て、初期から中期は多孔菌類等の木

質構造を効率的に分解する木材腐朽

菌が優占し、これら菌種間の競争が激しくなる 5)。今回の結果においても、多様な木材腐朽菌が検

出された。各段階で検出された菌種は異なり、2～3年の段階から7～8年の段階にかけて木材腐朽

菌の遷移がみられることが示唆された。また、段階ごとにみられた菌種の特性を鑑みると、2～3
年の段階では腐朽能力の高い菌種がみられ腐朽の進行が急速であり、7～8年には腐朽能力の高い

種に加えて、部分的に腐朽能力の低い菌種の介入あるいは置換が起こり、腐朽の速度が緩やかにな

図 各サンプルの腐朽段階（DC）の評価例

図は切株を真上から見た状態であり、サンプリングを行

った側根についてDCを異なるパターンで示した。DC1
からDC5にかけて5段階評価で腐朽の進行を評価した。

図 伐採後年数ごとの各部の腐朽段階（DC）の構成割合

図上部の（）内の数字は、各年代におけるサンプルの総数を

表す。
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りつつあることが考えられた。 
これに対して、伐採後25～26年の段階では各部が均一でDC4であったことから、腐朽過程の

後期にあたることが考えられた。倒木の腐朽過程において後期は、腐朽が進行した後の残存物を利

用するハラタケ類が優占する 5)。今回、木材残存物を利用する菌種は確認されなかった。しかし、

腐朽途中にある軟らかい材部がなく、心材が堅く残る状態であったこと、木材腐朽菌の検出が1
種のみであったことから、腐朽の進行が緩やかあるいは停滞していることが考えられた。 
以上のことは、伐採直後には腐朽の進行による炭素放出が大きく、その後は緩やかに減少するこ

と、心材部は長期の炭素ストックとして機能することを示唆している。 
 

 腐朽過程にみられたその他の真菌類

腐朽過程には木材腐朽菌以外の菌類の出現も多く確認された。倒木の腐朽過程では利用資源の相

違から、枯死直後に子嚢菌類が、腐朽の最終段階で菌根菌が優占することが知られる 5)。今回、菌

根菌やその他の担子菌類、子嚢菌類は段階を通して出現しており、倒木とは異なる傾向があること

が示された。ここでは、粗根は土壌中にあるため菌糸束や共生関係にある根の伸長による定着が容

易である等、倒木との物理的、生物的環境の違いが影響している可能性が考えられる。また、これ

らの菌類は腐朽後の残存物の利用者である他、材の腐朽に関わっていることも考えられており 5)、

木材腐朽菌との相互作用が腐朽過程に影響を及ぼしている可能性がある。 
 
おわりに

本調査では、伐採後の経過年数の異なる個体を用いて、粗根における腐朽の進行と真菌類の関わ

りについて検証を行った。結果、粗根においても倒木と同様に、木材腐朽菌の遷移を伴った腐朽の

進行がみられることが明らかになった。その一方で、木材腐朽菌以外の菌類の出現様式に関しては

倒木とは異なる可能性が示唆された。これらの菌類については腐朽に果たす役割が明確でないが、

木材腐朽菌の出現に加えて、その他菌類の生態や菌種間の機能的な関わりに着目し、粗根の腐朽過

程を明らかにしていくことが必要である。 
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数字は検出された供試体の数を、 は検出されなかったことを、*は子実体での検出を示す。腐朽型について、Wは

白色腐朽菌、B は褐色腐朽菌、W/B は白色腐朽菌と褐色腐朽菌の両方がその属に含まれることを示す。 出現時期

は、P：枯死直後、E：初期、M：中期、L：後期、F：最終段階を示し、過去の報告事例をもとに表記した。

表 伐採後年数ごとの真菌類の検出結果

2~3年 7~8年 25~26年

  木材腐朽菌
  　Hyphodontia aspera （和名なし）

ヒラタケ属
 　Sistotremastrum （和名なし）

コガネシワウロコタケ
シハイタケ

　  Hyphoderma mutatum （和名なし）
ムキタケ
ヤケイロタケ
ナラタケ属 ＊
ハカワラタケ
（和名なし）
（和名なし）

　 ナヨタケ属
（和名なし）
（和名なし）

  菌根菌
マツタケ
アセタケ属
アジアクロセイヨウショウロ

  　Tricholoma キシメジ属
  　Tomentella ラシャタケ属
  　 タマゴタケ
 　 カレエダタケ属

その他の担子菌類
  　Filobasidium magnum （和名なし）

（和名なし）
（和名なし）

　  Uncultured fungus 1 （未分類）
　  Uncultured fungus 2 （未分類）
　  Uncultured fungus 3 （未分類）
　  Uncultured fungus 4 （未分類）
　  Uncultured fungus 5 （未分類）

 その他の子嚢菌類
  　 アオカビ属

（和名なし）
（和名なし）
（和名なし）

 　 Talaromyces アオカビ属
ボタンタケ目
プレオスポラ目

　  Uncultured fungus 6 （未分類）

学名 和名 腐朽型
伐採後 出現

時期
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架線集材地域における生産性向上の取組

木曽森林管理署南木曽支署 森林整備官 千村
ち む ら

知
とも

博
ひろ

有限会社 ヤマカ木材 常務取締役 勝野
か つ の

泰平
たいへい

１ はじめに

かつての木曽谷は木曽ヒノキの森林鉄道輸送や林

業機械化のメッカと全国的に注目され、林業生産活動

の先導的役割を担っていた。（写真－１）

近年、全国的に低コスト・高効率作業システム（以

下：車両系作業システム）が普及し、併せて中部局の

生産性向上実現プログラム（以下：生産性向上プログ

ラム）により局管内の生産性が向上する中、木曽森林

管理署南木曽支署（以下：当支署）管内は急峻な地形、

脆弱な地質などのため林道密度が少なく、架線系集材

が中心の地域であり、生産性の向上には遅れをとって

いる。

しかし、架線系集材による林内生産性を高めること

は、この地域における林業生産活動を継続させるため

の必須事項となっている。そのため令和

元年度に有限会社ヤマカ木材（以下：ヤ

マカ木材）の請負箇所に生産性向上プロ

グラムモデル事業地を設定し事業を行

ったことからその取組事例を報告する。

これまでの取組の経過は表－１となる。

２ 作業方針と実行結果

中部森林管理局の林内生産性の推移（低コスト全事業地）

年度別労働生産性を確認したところ、平成 ～ 年度は ㎥ 人日が全事業地の平均値だった

が、平成 年度の実績では ㎥ 人日と向上した。（図－１）

間伐生産性推移では、令和７年度までに林野庁で示された間伐の達成すべき水準の林内生産性

「 ㎥ 人日」以上の事業体の割合は、平成 年度までは無く、平成 年度の合計では８％の割

合となり、平成 年度は ％までに増加した。平成 年度～平成 年度は、２～４㎥ 人日の事

業体が ％を占めていたが、平成 年度実績では、３～６㎥ 人日が ％と推移した。（図－２）

写真－１ 森林鉄道

表－１ 取組の経過

図－１ 林内労働生産性の推移（中部局素材生産請負事業） 図－２ 中部局事業体の林内生産性推移（間伐）

％

％

㎥／人日
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同じく林野庁で示された主伐の達成すべき水準の林内生産性「 ㎥ 人日」以上の事業体の割

合は、平成 年度においては ㎥ 人日～ ㎥ 人日の間の５％であったが、平成 年度

は ㎥ 人日～ ㎥ 人日の割合が ％と増加し、 ㎥ 人日までの間の割合は ％に

まで増加した（図－３）。

当支署の生産性推移（架線系・主間伐）

管内事業体の林内生産性の推移は、高性能自走式搬器の導入や生産向上プログラムの取組により、

平均値では平成 年度 ㎥ 人日から平成 年度 ㎥ 人日と上昇した（図－４）。

３ 令和元年度モデル事業地における取組

事業箇所の概要

請負事業体はヤマカ木材。モデル事業地は ヘクタールの皆伐予定箇所を選定し、主要樹種は

年生のヒノキ、平均林地傾斜は 度の箇所となる。また、多様な森作りのため広葉樹保残を実

施した。

生産性向上のための作業方針の設定

ア．林内生産性の目標を ㎥ 人日とした。

イ．リモコン付スイングヤーダを使用した。

ウ．全木集材と未利用材（以下：Ｄ材）の販売を行った。

４ 実行結果

林内生産性

今回の事業地での林内生産性は目標の ㎥ 人日に対して、 ％の ㎥ 人日となった。工

程別では伐倒の生産性が目標を上回り、集材と造材が目標を下回る結果となり、生産量も予定量の

％の数量であったことから生産性に影響を与えたと考えられた。（表－２）

作業行程別ごとにみると、目標を上回っ

た伐倒作業では、大径材が多く生育してい

たこと、全木集材を行わない先山での枝払

い作業を省略できたことから生産性が上

昇したと考えられた。反面目標を下回った

集材では、大径材は重量がありスイングヤ

ーダでの上荷作業では全木集材に向かな

かったこと、スイングヤーダのワイヤーが

摩耗し張り替えを行ったこと、リモコン付

きスイングヤーダの電波が届かないこと

などで集材の生産性が上がらなかった。

（図－５）

表－２ 作業方針と実行結果

図－４ 当支署林内生産性の推移

㎥ 人日

年度

図－３ 中部局事業体の林内生産性推移（主伐主体箇所）

㎥／人日以上

2021．3
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造材においては、狭い林道での造材となり椪積み箇所が限られたこと（写真－２）、大径木はチェ

ーンソーを使用せざるを得なかったこと（写真－３）等でボトルネックになったと考えられた。作

業種ごとの延べ人工数では集材と造材のボトルネックが黒点線の全木集材の伐倒でカバーされ、林

内生産性の結果は目標と若干上回る数値となった（図－６）。

リモコン付スイングヤーダによる集材

リモコン付きスイングヤーダを使用することによ

り、オペレータと造材手との兼務で１名減らすことが

できた。しかし、作業箇所が急傾斜地であり荷外しは

安全のためハーベスタで材を掴み作業を行った。作業

スペースが狭いことから、造材と集材作業がボトルネ

ックとなった。（写真－４）また、地形の凹凸によって

はリモコンの電波が届かないこともあり、集材に手間

取る事案も発生したことから、電波の指向性を高める

ことを目的に、アンテナの改良を行った。（写真－５）

荷上げ作業においては伐根に集材木が掛かる恐れ

があるため、伐根の切り下げを事前に実施した。し

かし、スイングヤーダ自体の集材線が低いことか

ら、摩耗し張り替えを何度か行う結果となった。そ

のため今後、急傾斜地での実行の際は先柱を高く設

写真－２ 林道への集積

写真－４ スイングヤーダ集材

図－５ 作業工程別生産性（モデル事業地）

写真－３ 大径材の造材

図－６ 作業種ごとの延べ人工数
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置することにより、集材線の損傷防止と伐根へ掛か

るリスク低減ができる可能性があると考えられた。

全木集材とＤ材の販売

本事業地は当初よりＤ材販売を行うことが計画さ

れていた箇所のため全木集材を実施した。このこと

により先山での枝払い作業が無くなり、切創のリス

クが低減され安全作業となったと考える。

また、従来全木集材では枝葉は先山へ戻す作業が

必要だが、販売することにより不要となり片付け作

業が省略できた。（写真－６）単木材積が大きいも

のはスイングヤーダでの集材に向かないため、先山

で玉切り枝払いを行い、集材可能な大きさへ造材す

る作業が必要となったこと、単木材積が大きいもの

はハーベスタ造材に向かない大径材が多く、チェー

ンソー造材を行う必要があったが、全木を対象に行

う必要が無いことから生産性の向上へつながった。

５ まとめ

各機械の特徴を踏まえ集材距離により使用する機

械を整理した。林地傾斜、搬出数量等、作業条件に

も左右されるが、基本的には集材装置を表の通り使

い分けることにより生産性向上へも繋がると考え

る。（表－３）

今回は生産性向上実現に向けて令和元年度の実行

箇所での事例を取り上げた。急傾斜地、脆弱な地質

の地域で行う架線系集材は、林地を痛めにくいなど

のメリットがある一方、マンパワーには限界があることから架線集材地域における更なる機械化と

林道網の整備が不可欠であると考えられた。本事業を終え、今後の改善に向けての会議の中では、

事業体としての目標は、生産性の高い作業仕組みの体系化や安全で効率的な索張り方法検討・実

施、新たな機械の導入も行いながら、スパン に及ぶ架線集材技術の継承等人材育成を行う

ことが必要と言う意見が出された。また、発注者としての目標は、全木集材によるＤ材販売への体

型化の確立や皆伐箇所の広葉樹保残等の条件整備など取組を継続する必要があるという意見が出さ

れた。

中部森林管理局における生産性向上プログラムモデル事業地を設定しての取組は、平成 年度

から実施し、令和元年度で終了となった。この取組を通じて発注者と請負者の連携が深まり、双方

から学ぶことも多くあり、また全体の意識改革など副次的効果も生まれたと考える。

最後に、本取組について、多大なるご協力を賜わった関係者の皆様に厚く御礼を申し上げる。

写真－６ Ｄ材集積状況

表－３ 集材装置の選択基準

写真－５ 改良アンテナ

2021．3
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カラマツ乾燥技術の変遷 
長野県林業総合センター 吉田孝久 

 
１ はじめに 
近年の木造住宅建築では、生活様式の多様化、スピード化、あるいは品格法に代表される品質保

証の重要性の増大などから、その建築工法は現場加工からプレカット工法へと大きく変化し、それ

に伴って構造用材の乾燥使用が飛躍的に増大した。

在来構法で用いられる心持ち柱材は、 年ほど前までは背割りを入れたものが一般的であったが、

時代の流れとともに背割りを入れない心持ち材が強く望まれるようになった。現在では背割りの柱

を見る方が珍しい。心持ち材は、収縮異方性のために、割らずに乾燥することが非常に難しく、無

背割りの心持ち材を割れなく乾燥するためには、長期間の乾燥が必要とされた。この時から、「短時

間で割れのない乾燥法」の開発研究が全国で展開され始めた。

長野県では、カラマツの「ヤニ」、「割れ」、「ねじれ」の欠点克服のため、早くからカラマツの高

温高湿乾燥に着手し（現在は ℃以上の乾燥を高温乾燥と呼ぶが、当時は ～ ℃の乾燥を高温

乾燥と呼んだ）（ 年代）、板材・平割から柱材へと研究を進める中で、現在普及している高温セ

ット乾燥スケジュールの提案となった。

２ 全国での高温乾燥の研究 
高温乾燥法は、 年（Ｓ ）に北海道の林業指導所に装置が導入され、中川宏氏らによって試

験された記録がある。しかし、その時はこれと言った成果は見られなかったが、その後、柱材の高

温乾燥として本格的な試験を行ったのが北海道林産試験場の大山幸夫氏らである。大山氏らは

年（Ｓ ）にカラマツ心持ち正角の乾燥による割れを防止するため、種々の乾燥スケジュールにつ

いて研究し、高温高湿スケジュールが最適であるとした ）。

その後、同試験場の信田聡氏らは、トドマツの正角材について、 ～ ℃の試験を行っており、

その中で乾燥時間が中温（ ～ ℃）乾燥に比べて約 になること、仕上がり含水率のばらつき

が大きいこと、材が褐色化すること等、その乾燥特性について 年（Ｓ ）に報告している。こ

の時のスケジュールは温度差を段階的に開けていくもので、湿球温度は終始 ℃であった ）。

柱以外での高温乾燥の先鞭をつけたのは、国立林業試験場（現森林総研）の鷲見博史氏によるダ

グラスファー（ベイマツ）での枠組み壁工法構造用製材についての研究であった。 ℃の高温乾燥

試験が行われ、この中で乾燥材の品質を低下させずに、乾燥時間が従来の乾燥スケジュールに比べ

約 まで短縮可能なことを 年（ ）に報告している ）。また、熊本県林業研究指導所の東

正彦氏は、短時間乾燥を目的に行った × × のベイツガ高温乾燥材（ ℃）の材質調査を

行い、高温乾燥材は仕上がり含水率にばらつきはあるものの、一般の中温乾燥材（ ℃）と比較し

て、曲げ強度性能も含め、材質的には同程度の乾燥材が得られたことを 年（ ）に報告して

いる ）。

そして、 年代に入ると、各地で針葉樹構造用製材を対象に高温乾燥の研究が始まり、数多く

の報告が見られる。 年（ ）以降の高温乾燥に関わる文献は を超える数に及んでいる。中

には、過熱蒸気を用いた高温乾燥の報告も新しい乾燥法として注目を浴びてきた ）。

乾燥温度 ～ ℃の乾燥から始まった高温乾燥は、現在では ℃程度で運転され、その方法

も、高温高湿乾燥から高温低湿乾燥（高温セット乾燥）へとその変貌を遂げてきた。

３ 長野県における高温乾燥の研究

現在では、「高温乾燥」と言えば ℃以上の乾燥を指すが、一昔前までは、高温乾燥と言えば ℃

～ ℃の温度域での乾燥のことであった（前述）。
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年（Ｓ ）頃から始めた試験により、カラマツ小中径から製材された壁板用板材の乾燥スケ

ジュールは、 ℃～ ℃の温度で乾かすため、スギやヒノキの板材を ℃～ ℃で乾かしていた

ことと比べれば、遥かに高温だったため「高温高湿乾燥」と呼んだ。

（１）板材の高温高湿乾燥（ ～ ℃）スケジュールの確立

木材の割れ発生で、最もその危険があるのは板目の厚板あるいは心持ちの角材である。いずれに

しても、収縮率の大きい板目面での割れ発生の危険性は高い。この割れ防止のための乾燥スケジュ

ールを確立するため、試験材はあえて開発対象の板材ではなく、割れの危険の大きい 正割材と

正角材の無背割り心持ち材を対象として行った ）。乾燥温度を ℃、 ℃、 ℃に設定し試験

を行った。

その結果、割れ防止のためには、高温ほど効果があることが明らかとなり（図 、写真 ）、この

高温高湿乾燥スケジュールでは、ヤニ滲出防止にも効果があることが確認された。また、桟積みの

上部に重石を載せることで捩れ防止にも繋がり、現在、民間では壁板用板材や集成材用ラミナは

℃～ ℃の乾球温度で高湿、低湿を問わず一般に普及している。

この高温高湿乾燥スケジュールの確立により、カラマツ板材の住宅分野への進出が年を追う毎に

増え、壁板は 年（ ）に県立高校体育館を皮切りに（写真 ）、小中学校や公民館等に広く使

われ、また、カラマツ集成材は、長野オリンピックスピードスケート会場の「エムウェーブ（写真

）」建設 年（ 年）までにその地位を完全に確立した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）心持ち柱材の高温乾燥① －灯油・廃食用油での乾燥－

間伐材が盛んに市場に出回るようになり、カラマツを板材として使用する一方で、柱材としての

利用を期待する人達も多くなった。四材面が板目で、板材より遥かに大きな断面を持った心持ち柱

材の乾燥は、割れ防止と乾燥時間の短縮にかなりの困難が予想された。

年（ ）頃から本格的に始めた柱材の乾燥試験は、当時まだ当センターに高温乾燥装置が

無かったことから、従来の中温タイプの乾燥装置（ ℃以下）を使用して、乾燥温度 ℃を主体

に行っていた。背割りが有る材での乾燥では、材面割れの発生はそれほど気にせずに低湿で行え、
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図 乾燥温度別による試験材一本当たりの割れ長さ（ ） 写真 割れの様子（左： ℃乾燥、右： ℃乾燥）

写真 カラマツ壁板のデビュー作（ ）

（高校体育館用壁板 厚）

写真 カラマツ集成材で建築された（ ）

「エムウェーブ」（写真提供：㈱林友）

（高校体育館用壁板 厚）
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乾燥時間も、目標含水率が ～ ％であったため 日程度の乾燥であった（カラマツ柱材の生材含

水率は ％程度）。これは、 ℃程度の中温乾燥と比較して約 の時間短縮であった。これに対

して無背割り材での乾燥では、材面割れの発生と乾燥時間の長さが問題として残された。この時、

スギの無背割り材についても試験を行っているが、流石にスギは、初期含水率が高いこともあって、

日間の乾燥で試験を打ち切ってしまったが、この時の含水率はおよそ ％で、その後の乾燥を考

えても非常に長時間の乾燥が予想された。この試験でスギ無背割り柱材の乾燥の難しさが示され、

同時に背割り材の乾燥時間短縮の有効性が明らかとなった。

その後、 年（ ）頃から無背割り材に絞った試験を始めたが、その当時も高温乾燥装置がま

だ設備されていなかったため、この時、検討したのが「 ℃灯油や廃食用油中での高温乾燥」であ

った ）。「材内から如何に水分を早く抜くか」を考えた場合、水の沸点 ℃を超える温度で乾燥す

ることが単純明快な答えであった。勿論、これまでに、他県では減圧乾燥と高周波乾燥の組み合わ

せで ℃以下でも急速乾燥が可能な研究「内部加熱法」も進められていたが、装置も高額になる

ことに加え、なかなかいい結論を見出せない状態が続いた。この灯油乾燥は、灯油を入れた容器内

で木材を浮かない様に固定し、浴槽を熱板ヒーターで ℃に加熱し乾燥するもので、言わば木材

の素揚げ状態の乾燥方法であった。この試験で、スギ柱材が 週間以内で乾燥したこと、材面割れ

防止に効果があること、内部割れの発生があること等を明らかにした。この乾燥方法は、現在、パ

ラフィンやパルミチン酸、エンジン廃油等様々な液体を利用した液相乾燥として普及している。

（３）心持ち柱材の高温乾燥② －水分傾斜低減法－

その後、乾燥試験は高温の蒸気式乾燥に移行して行ったが、長野県内にあった乾燥機メーカーの

住金ヒルデブランドに実験用の高温乾燥装置が設備されたことにより、 年（ ）からこの試験

機を借りての共同研究が始まった。この時の成果は学会等でも発表しているが、発表課題名が、こ

れまでの高温乾燥が ～ ℃の乾燥温度であったことから、これと区別をするために「カラマツ

柱材の高温乾燥（ ℃以上）」とわざわざ注釈を入れていることが、今になっては滑稽である。当

時の乾燥スケジュールは、まだ今で言う高温セット乾燥法ではなく、初期乾球温度 ℃で 時間

乾燥した後に、末期を ℃、 ℃、 ℃の条件に設定し、湿球温度は終始 ℃の試験であった。

言わば段階的に温度差を開いていくという従来型の乾燥スケジュールであった。この試験での問題

点として、半数以上の材に材面割れが発生したこと、仕上がりの水分傾斜が大きいこと、 ℃乾燥

の材に内部割れが多く発生したことであった。

以上のように、この時までの蒸気式高温乾燥の試験は、従来の木材乾燥の考え方である乾燥初期

に表層の水分蒸発を抑えて乾燥を進めようとする考え方（乾燥初期を高湿状態とする）、いわゆる

「水分傾斜低減法」が主流であった。

（４）心持ち柱材の高温乾燥③

－高温セット乾燥法－

年（ ）に当センターに待望の蒸

気式高温乾燥装置が導入され、本格的に

無背割り柱材乾燥スケジュールの確立に

向けた高温乾燥試験が始まった。まず、始

めたのは、灯油乾燥により短時間で材面

割れのない乾燥ができたことから、一気

に表層を乾燥してしまう方法として、乾

燥初期に乾球温度 ℃～ ℃、温度差

を ℃～ ℃とした乾燥試験を繰り返し

た ）。これと並行して、乾燥初期に高温低
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湿とすることが応力的な視点から、材面割れの少ない乾燥方法であることが藤本登留氏や徳本守彦

氏により確認され、この乾燥方法の有効性が証明された ）。しかし、問題も多く、高温のまま末期

まで乾燥する当時のスケジュールでは、内部割れ、強度低下、耐久性等の課題が提起され、これら

の課題解決に向けた試験は、その後も繰り返され、現在でも多少問題は残るものの、改良された高

温セット乾燥法はほぼ確立された ）。乾燥初期の高温セット処理を完了した材は、既に表面が圧縮

応力に転換しているため、その後、天然乾燥、中温乾燥、高周波乾燥などを行っても材面割れはほ

とんど発生しないことも実証され、このことから高温セットは、各乾燥法の前処理としてのメリッ

トも持っているため、現在では広く応用されている（図 ）。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ おわりに

カラマツの乾燥は、人工造林材の樹齢とともにその研究対象は板、ラミナ、 × 材などの断面の

小さい材から、現在では、柱・桁といった断面の大きな構造材へと変わった。また、ヤニ処理を原

点とした乾燥スケジュールは、 ℃以下で行っていた乾燥から、現在では ～ ℃の高温セッ

ト乾燥へと大きく変貌を遂げた。今後は、平角材等断面の大きな材に対して、減圧乾燥等の他の乾

燥方法との組合せによる、「より高速な乾燥方法」の開発が必要になると思う。本稿が今後のカラマ

ツ乾燥の一助となれば幸いである。
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カラマツの外構部材利用

株式会社テオリアランバーテック 専務取締役 丸山 淳治

１ はじめに

当社、株式会社テオリアランバーテックは長野県内のハウスメーカー・工務店向けにシロアリ

防除を提供してきた。また昭和６３年に薬剤注入缶を設置し、現在まで木材の耐久性にこだわって

木材をより安全で確実に長期の耐久性を得られる水溶性薬剤による保存木材の製造や、外構設計・

施工を行ってきた。当社の水溶性薬剤による加圧式木材保存処理の対象は、注入性の良い長野県産

のスギを主に扱ってきた。しかし、乾燥木材に水溶性薬剤を注入するため、処理後の含水率は高く、

塗装性は悪い、設置後の割れや反りが起こるなど寸法安定性が

低いなどといった問題を解決する必要がある。さらに世間的に

は国連が唱えるＳＤＧｓの観点からも、今後は持続可能な資源

を用いる時代であり、化学処理への抵抗感も高まっていること

より、当社としてはノンケミカルで耐久性の強い木材処理方法

の探求する必要がある。

そこで長野県内で６０％の蓄積量を占めるカラマツに着目

し、長野県林業総合センターと老舗乾燥機メーカーであるヒル

デブランド社と協力して、減加圧高熱処理技術を中心に研究

し、ノンケミカルで耐久性の強い、ねじれない・反らない寸法

安定性の高い、付加価値のある外構部材の開発に着手した。

２ 減加圧高熱処理 熱処理 について

木材に ℃以上の熱処理をするとヘミセルロースが分解し、木材の水分を取り込みづらくする
、）。その結果、腐朽菌に侵されない耐朽性や水分変化を小さくすることで寸法安定性を得ることが

できた。

国内外含めて他社でも熱処理の歴史は古いが、ヒルデブランド社のこだわりは減加圧熱処理であ

り、酸素を完全に脱気することで処理後も木材を酸化させず中性であるため、熱処理木材の独特な

匂いが少なく、内装材でも使用できるといったメリットが大きい。

ヒルデブランド社では全国で蓄積量が多いスギの熱処理について多くの実験結果を得ているもの

の、当社としては長野県に蓄積量が多いカラマツ・アカマツ・ヒノキについても、性能向上が得ら

れるか興味があり、長野林総セ、富山木研、日本大学、ヒルデブランド社等とともに試験を行って

いる。

３ 減加圧高熱処理木材の性能試験

当社では経済産業省「地域資源開発事業」を皮切りに、「ＪＡＰＡＮブランド育成事業」や長野県

庁・松本市役所の補助事業に採択を受け、県内４樹種の熱処理による耐久性・寸法安定性などの性

能向上の試験を行ってきた。

本稿では、カラマツの耐朽性および寸法安定性等の性能について記載する。

写真 減加圧高熱処理装置で

処理された木材
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耐朽性

耐朽性試験では ： 木

材保存剤 性能基準及びその試験方法

およびその性能を参考にして行い、耐

朽性の基準は質量減少率３％以下であ

る。

カラマツの中温乾燥材は褐色腐朽菌

が８％、白色腐朽菌は ％となった

（図 ）。これに対し、熱処理木材は褐

色腐朽菌および白色腐朽菌ともに質量

減少率が１％となり、耐朽性の基準

の ％以下を満たした。

なお、本試験は富山木研で実施した。

寸法安定性

優良木質建材等の品質性能評価基準 熱処理

壁用製材を参考に、浸せき前に試験材の寸法を端

部から ㎝および中央部の厚さおよび幅を３箇

所測定する。試験材を室温（ ～ ℃）の水中に

時間浸せきした後、同じ箇所を測定、膨潤率

を求めた。膨潤率は式１により算出した。なお、

本試験は長野総セで実施した。

カラマツの熱処理木材は ％と中温乾燥材の

の膨潤率となった。

膨潤率 ＝（Ｌ－Ｌ）Ｌ×100 ・・・（式１） Ｌ：浸漬前寸法 Ｌ：浸漬後寸法

曲げ強度性能

木材試験を参考にし、中央集中荷

重により曲げ強度試験を行った。試験材から

× × ｍｍの試験体を採取し、恒温恒湿室

（温度 ℃、湿度 ％、平衡含水率 ％）に

か月間養生した（木材は含水率の違いにより強

度が異なるため同じ条件にした）。なお、本試験

は長野総セで実施した。

カラマツの熱処理木材の曲げ強さは平均

、中温乾燥は となり、熱処理木

材と中温乾燥と比較して 割程度低下し、曲げ

ヤング係数に違いは見られなかった。

カラマツ

膨
潤

率
（

％
）

熱処理木材

中温乾燥材

図 カラマツの寸法安定性
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図 カラマツの曲げ強さ性能

図 カラマツの耐朽性
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注入性

試験材から × × ｍｍを採取した。両木

口面は、２液型エポキシ樹脂を２～３回塗ってシ

ールした。試験材を、耐圧容器内でイオン交換水

中に完全に浸漬して、注入操作した。条件は減圧

が 、加圧が 、減圧 分→減圧

分 加圧 分→減圧 分 加圧 分行った。減

加圧高熱処理により減圧および蒸煮による前処

理の回数で注入性が異なるとされていたため、前

処理の回数最小の１回と最大の３回の試験材を

比較した。なお、本試験は富山木研で実施した。

前処理１回の熱処理木材の注入量は ㎏ ｍ、

前処理３回の熱処理木材の注入量は ㎏ ｍ、

中温乾燥材の注入量は ㎏ ｍ となり、カラマ

ツに関しては、減加圧高熱処理の前処理の回数に

よる違いはなかった。さらに、減加圧高熱処理に

よる注入量は低下した。

材色

カラマツの試験材を風雨にさらされる屋外に設置し、１年経過した時の写真を表 に示した。な

お、本試験は長野総セで実施した。

表 カラマツの退色変化（約 年経過）

熱処理木材 中温乾燥材

① 年 月 ② 年 月 ③ 年 月 ④ 年 月

カラマツは減加圧高熱処理により①のように黒褐色に変色し、 年経過には②のように退色変化

はあるものの、中温乾燥材の③から④のように灰白色にはなっていない。

この独特の色味を建築家に見せると高評価であることが多い。これは建築家が塗装の再現性に苦

慮しており、塗装経年後のメンテナンスに困っているためである。しかし、塗装を行わないと腐朽

のリスクが高まり、メンテナンスの手間やコストが高いことや寸法変化などにより防水性が損なわ

れるリスクが高いことなどが問題となっている。

その中で、カラマツ熱処理木材は無塗装なのに独特の褐色が長く保持する可能性があり、その上

耐朽性と寸法安定性が高いことから、高い関心を示している。

注
入

量
（

㎏
）

熱処理木材（ 回）

熱処理木材（ 回）

中温乾燥材

図 カラマツの注入性
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４ カラマツ熱処理木材の課題点

減加圧高熱処理したカラマツを使用する上での課題

点として、目離れが起こりやすいことである。目離れは

晩材部の一部が早材部から分離することで、トゲが発生

する（写真 ）。外壁など手に触れにくい部分での使用は

可能だが、当社が当初想定していたウッドデッキなど素

足・素手が触れる可能性が高い箇所の使用は難しいと考

えられる。確かに靴を履いて使用するのであれば問題な

いが、リビングの延長と捉えている傾向があるため、カ

ラマツよりも目離れしない代替材が必要となった。

そこで、長野県はカラマツの他にアカマツの蓄積量も

多く、現在松枯れの進行で問題を抱えているアカマツを

候補とした。アカマツの熱処理木材はカラマツ独特の色

は出ないがトゲが出づらく、ウッドデッキなどの肌に触

れる可能性の高い箇所の代替材に最適であると考えて

いる（写真 ）。

５ 今後の展開

長野県内のカラマツは高齢級が増えており、梁桁材などへの利用が促進されている。それに伴い、

梁桁材を生産した後の側材の利活用が求められている。側材は成熟材であり良質な材料であるが、

付加価値を付けないと競合製品と値段競争になれば明るい未来はないと考えている。

当社ではカラマツの側材（成熟材）を熱処理することで耐久性や寸法安定性などの付加価値を高

め、他のスギ・ヒノキでは得られない強度を持ちながら、カラマツ独特の色味を生かした外壁材と

しての利活用を進め、今後広くＰＲする予定である。

また、先にも述べたが、経産省「ＪＡＰＡＮブランド育成事業」で、日本貿易振機構（ＪＥＴＲ

Ｏ）の調査結果とマッチング支援を受けて、ベトナムにおける市場調査を行った。東南アジアは熱

帯気候であるがゆえに針葉樹のような直材がなく、ベトナムは予てより家具生産のメッカであり世

界企業が工場を構える。加えて国の人口構成が若く急激に経済発展しており日本のＯＤＡも得なが

ら建築物なども多く作られている。外構木材・家具木材の輸入量も多く、欧州産熱処理木材も多く

輸入されている。長野県にユニークなカラマツを高付加価値化させ、世界のサプライチェーンの中

心になりつつあるＡＳＥＡＮ・ベトナムにも出荷することが将来の展望である。

引用文献

）松永正弘：最新 木材工業事典［新版］、（公社）日本木材加工技術協会、 （ ）

）村田誠四：改訂４版 木材工業ハンドブック、丸善株式会社 （ ）
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写真-1 アカマツに囲まれる当センター 

１ はじめに

林業総合センターは、 年に塩尻市の東に

ある高ボッチ山の麓、標高 に位置するアカ

マツに囲まれた当地へ移転しました。

この時開館したに森林学習展示館は、地域の

方々を始めとする多くの皆様に親しまれており、

林業総合センターはアカマツの林というイメージ

が定着しています 写真 。

しかし近年、 年生前後にまで成長したアカ

マツが、一般に「松くい虫」と呼ばれるマツ材線

虫病の被害を受けはじめるようになり、構内でも

枯死木が発生するようになりました。現在新たな

森へと生まれ変わるべく、積極的に樹種転換を進

めています。

２ マツ材線虫病に関する試験研究

長野県でマツ材線虫病の被害が初めて確認され

たのは 年のことです。本被害が全国的にも

重大な問題であることから、当センターでも

年から被害の拡大防止に向けた研究に取り

組んできました。

研究を始めた当初、県内の被害は微害で推移し

ていたため、微害地での防除法として、幼虫の天

敵であるキツツキを誘致することなどを検討しま

した。しかし、 年から被害量も被害面積も

急増したため、被害木を伐採し燻蒸処理を続けて

きました。これにより長野市などでは 年頃

に被害が一時的に鎮静化した時もありました。し

かし、 年に松本市で被害が確認されたころ

から被害が再び増大してしまいました。 年

頃の調査では、標高 以上の地域では被害が

発生しにくいとされていましたが、現在は標高

を超える地域でも被害が目立っています。

そして、 年に塩尻市でも被害が確認される

と、当センター構内でも被害が心配されるように

なりました。

３ センター構内での取組

の敷地の大半がアカマツ林となっている

当センターでも、職員による見回り巡視を積極的

に行うようになりました。見回りで、枯れたばか

りのアカマツがあると、その時にマツ材線虫病の

被害を受けていなくても、被害を拡大させる原因

になりかねないことから、職員自らで伐採し、当

センターで被害木を発生させないように努めてき

ました 写真 。

それでも、隣接する松本市でアカマツの枯損が

激しくなると、徐々に当センター構内にも被害が

及ぶ危険が迫ってきました。

そんな中塩尻市は、 年に市内への被害拡

大を防止するため、隣接する松本市境から ㎞

以内のアカマツ林については、被害拡大防止のた

めの防護帯化を進めるとの方針が出されました。

このエリアにある当センターでは、所内で検討チ

マツ材線虫病被害拡大防止への取組

写真-2 枯死木を伐倒処理する職員 

おしらせ 
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写真-3 伐採作業 

 

写真-4 皆伐地を造林試験地に 

 

写真-5 明るくなった本館周辺 

ームを設けて被害対策に乗り出しました。その結

果、塩尻市の方針を参考に標高 以下のアカ

マツを全て伐採することを決定し、概ね３年間を

かけて樹種転換を図ることとしました。

初年度となる 年度は、標高が低く松本市

に近い敷地の北側から伐採作業を開始しました

（写真 ）。

その際、アカマツ以外の樹木は可能な限り残す

ことで、次の森林への転換が緩やかに行われるよ

うに配慮しました。

２年目となる 年度は、本館や森林学習展

示館といった建物周辺から敷地の南側を整理する

こととして、アカマツの伐採を進めました。森林

学習展示館から下の区域では、アカマツ以外の樹

木を伐らないようにしましたが、本館周辺は、ア

カマツが非常に多かったことから、皆伐を行い、

次世代の森林づくりに向けた試験地として活用す

るように進めています（写真 ）。

最終年となる 年度には、残された場所の

伐採を行うことで、当センター構内の標高

以下の区域にあるアカマツの伐採を完了し、次の

世代への森づくりが始まります。

なお、当センターの敷地には、標高 より

も高いところもありますが、被害を受ける危険性

は残ります。この区域については、当センターで

実施している林業技術者向けの研修で、アカマツ

の伐採を進める予定です。その結果、近い将来に

は、アカマツ林に囲まれた林業総合センターから

別の林へと変化していくことになります。

４ 今後に向けて

年度に皆伐を行った本館周辺 写真 で

は、アカマツに囲まれていた景色が一変し、塩尻

市域全域が見渡せるようになり、一気に明るくな

りました。

現在のアカマツが育つ前までは、草刈り場とし

て利用されていたことを考えると、昔の姿に戻っ

たという言い方が出来るのかもしれません。

林業は、「伐って、植えて、育てる」サイクルを

繰り返せることが、持続可能な資源とされる最大

の特徴です。当センターでも、そのサイクルを積

極的に活かし、現在技術開発を進めているカラマ

ツの植栽を行うことで、新たな技術開発につなげ

ていきたいと考えています。

景色が一変した林業総合センターですが、アカ

マツを伐ったことで次世代の森林づくりへ向けた

第一歩を歩みはじめました。

今までとは風景が変わってしまったと感じる方

もいるかと思いますが、植栽木の成長とともにこ

れからも温かく見守っていただければと思います。

（指導部 小山泰弘）
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ＵＲＬ

Ｅ

はじめに

林業総合センターでは、 年に策定された

「長野県ふるさとの森林づくり条例」と「森林づ

くり指針」を踏まえ、 年に「長野県林業総

合センター試験研究等基本計画」を策定し、試験

研究を進めてきました。前回の計画策定から

年以上が経過し、間伐を中心とした「育てる時

代」から、皆伐再造林による「伐って植える時

代」へと変化してきました。そこで、 年か

ら 年後にあたる 年をゴールとして、地域

の産業振興や山村の活性化に必要な試験研究や技

術指導を進めていくための新たな基本計画を策定

しました。

策定の方法

本計画を策定するにあたり、当センターが長期

的視点に立って進めてきた研究を推進する課題を

そのまま進めることだけでなく、幅広いニーズを

把握するため、過去 年間に当センターと関わり

のあった、 カ所の県内機関から意見照会を行

いました。その結果、 カ所から回答を頂き基

本計画の中に取り入れました。

これにより、今回の基本計画では、専門分野を

活かして各部で取り組む内容を整理するとともに、

当センター全体で横断的に取り組むべき内容を整

理しました。

計画の内容

今回の基本計画では、「森林を活かし健全な姿

で次の世代に引き継ぐために」を当センターの目

標に据え、それぞれの項目ごとに 年後にめざ

す姿を定めるとともに、実際の課題ごとに 年後

の中間目標と 年後の到達目標を設定しました。

それぞれの項目で取り上げた主な内容は次のと

おりです。

指導部では「林業に関わる人材の育成指導」を

柱に、県民にむけた普及啓発、林業技術者の養成、

安全で効率的な林業の実現の３項目で技術指導を

進めつつ、必要な試験研究も行います。

育林部では「健全な森林づくり」を柱として、

優良な苗木生産、多様な森林の育成管理技術の開

発、森林被害の低減、山地災害の防止と早期復旧

技術の開発という４点で試験研究や技術協力を進

めます。

特産部では「豊かな地域づくり」を柱として、

菌根性きのこ増殖技術の開発、地域の再生に寄与

する腐生性きのこ栽培技術の開発、里山等の幅広

い地域資源の活用の３点で試験研究を進めるとと

もに技術指導を行います。

木材部では「信州カラマツ等の県産材活用」を

柱に、安全・安心な木質建築部材の開発、暮らし

の中で活かす県産広葉樹製品の開発、新たな技術

を活用した高品質木材開発といった３点で試験研

究を進めながら、技術協力などにも対応します。

当センター全体で連携する取組は、「新たな時

代の森林・林業を切り拓く」を柱に、新たな森林

資源の有効活用による経営改善、生産現場からの

要請に応える技術支援、持続可能な形でのゼロカ

ーボン政策の推進に向けた取組の３点を主要施策

としました。

新年度からは、この計画に基づいて当センター

の事業を進めながら、進捗状況について評価検証

を行っていきます。

なお、今回策定した「長野県林業総合センター

基本計画」の全文は、長野県林業総合センターの

ホームページで公開しています。

指導部 小山泰弘

林業総合センター基本計画を策定しました
おしらせ
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